
ＧＸ実行会議について

◼産業革命以来の化石燃料中心の経済・社会、産業構造をクリーンエネルギー中心に移行させ、経済社会システム全体
の変革、すなわち、ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）を実行するべく、必要な施策を検討するため、ＧＸ実行会議
を官邸に設置。（令和４年７月27日）

◼ＧＸ実行会議における議論の大きな論点（第１回会合資料３より）

•日本のエネルギーの安定供給の再構築に必要となる方策

•それを前提として、脱炭素に向けた経済・社会、産業構造変革への今後10年のロードマップ

議 長：内閣総理大臣
副議長：ＧＸ実行推進担当大臣、内閣官房長官
構成員：外務大臣、財務大臣、環境大臣、有識者（以下）

①淡路 睦 株式会社千葉銀行 取締役常務執行役員
②伊藤 元重 国立大学法人 東京大学 名誉教授
③岡藤 裕治 三菱商事エナジーソリューションズ株式会社 代表取締役社長
④勝野 哲 中部電力株式会社 代表取締役会長
⑤河野 康子 一般財団法人 日本消費者協会 理事
⑥小林 健 日本商工会議所 特別顧問、三菱商事株式会社 取締役相談役
⑦重竹 尚基 ボストンコンサルティンググループ Managing Director & Senior Partner
⑧白石 隆 公立大学法人 熊本県立大学 理事長
⑨杉森 務 ENEOSホールディングス株式会社 代表取締役会長
⑩竹内 純子 特定非営利活動法人 国際環境経済研究所 理事・主席研究員
⑪十倉 雅和 一般社団法人 日本経済団体連合会 会長
⑫林 礼子 BofA証券株式会社 取締役 副社長
⑬芳野 友子 日本労働組合総連合会 会長

ＧＸ実行会議の構成
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脱炭素に向けた経済・社会、産業構造変革への今後10年のロードマップ検討

第１回ＧＸ実行会議資料３（令和４年７月27日）
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（参考）日本における2030年の脱炭素関連投資の見込み

クリーンエネルギー戦略 中間整理（令和４年５月13日）
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脱炭素移行に向けた環境省の取組

地域の脱炭素トランジションは、経済社会全体を俯瞰して推進 ⇒ 地域における新たな需要を創出し、将来に向けた投資拡大の一翼を担う

○脱炭素投資の規模

◼ 我が国の2050年カーボンニュートラルの実現には少なくとも400兆円の投資が必要との見通しもある。今後10年で官民協調による150兆円という脱炭素
投資目標は、必ず実現

○地域・くらしの脱炭素投資の意義

◼ 地域・くらしの2030年46％目標の実現に向けて、全体の排出量の1/3を占める民生部門を中心に運輸部門・産業部門などをまたぐ取り組みとして大規模
な投資が必要

◼ インフラの更新機会等も活用し、資金需要の立ち上がりが早い既存最先端技術（BAT :Best Available Technology）の社会実装を進める

◼ 地域脱炭素ドミノを起こし、地域・くらしにおける脱炭素設備・製品の需要・ニーズを大きく産み出すことにより、産業部門の脱炭素投資・供給の拡大を促す

○2030年までの包括的ロードマップへの対応

◼ 成長志向型のカーボンプライシングの最大限の活用や省エネ関連の規制などの制度面の対策はもちろんのこと、資金支援についても予算措置、投資減税、
政策金融などの各種手法の活用や、その巨額な財源措置などが課題となり、この点について政府として明確に考えを示す必要

◼ 環境省としても、これまでの検討の蓄積を生かして今後の制度設計に貢献。来年我が国がG7議長国となるところ、世界的な動向を十分に踏まえた上で、
カーボンプライシングを最大限活用し、イノベーションや脱炭素への投資を一気に加速させる。「アジア・ゼロエミッション共同体」構想について、その鍵となる
JCMのパートナー国との協力を通じて実現する。

地域の脱炭素トランジション 官民の脱炭素投資の規模感・タイムフレーム(イメージ)

第１回ＧＸ実行会議 環境大臣提出資料（令和４年７月27日）
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